
千葉市消防局訓令（甲）第４号  

消防局及び各消防署  

 千葉市予防査察規程（平成１５年千葉市消防局訓令（甲）第３号）の

一部を次のように改正する。  

  平成１８年３月３１日  

千葉市消防局長 須 田 和 宏  

 第４条第１項各号列記以外の部分を次のように改める。  

  局長は、次に掲げる査察を執行する。  

 第４条第１項第２号を次のように改める。  

（２）重大な違反があり早急な是正措置が必要であると認められる査察

対象物又は著しい火災危険が認められる査察対象物に係る査察  

 第１８条中「及び」を削り、同条に次の１項を加える。  

２ 前項の規定にかかわらず、局長が立入検査の実施に当たり、別に様

式を定めたときは、当該様式により前項の規定による通知をすること

ができる。  

 第４２条中「千葉市火災予防条例施行規則」を「千葉市火災予防規則」

に改める。  

 第４３条中「第１７条の４第１項」の次に「及び第２項」を加える。  

 第５３条中「第８条の２の３第５項」の次に「又は法第１７条の２の

３第４項」を加える。  

 別表を次のように改める。  

別表  

区 分 対      象 

第１種査察対象物 

ア 政令別表第１（１）項から（４）項まで、

（５）項イ、（６）項、（９）項イ、（16）項イ、

(16 の２)項及び（16 の３）項に掲げる防火対

象物（以下「特定用途防火対象物」という。）

のうち、法第８条の２の２又は政令第３６条

第２項第１号に該当するもの。 

イ 政令別表第１（17）項に掲げる防火対象物 

 



第２種査察対象物 

ア 特定用途防火対象物のうち、法第８条第１

項の適用を受けるもので、第１種査察対象物

以外のもの。 

イ 政令別表第１（５）項ロ、（７）項、（８）

項、（９）項ロ、（10）項から（15）項まで及

び（16）項ロに掲げる防火対象物（以下「特

定用途防火対象物以外の対象物」という。）の

うち、法第８条第１項の適用があり、かつ、

政令第２１条第１項又は条例第３４条の１０

の規定の適用を受けるもの。 

第３種査察対象物 

 特定用途防火対象物以外の対象物のうち、法

第８条第１項の規定の適用を受けるもの。ただ

し、第１種査察対象物又は第２種査察対象物に

該当するものを除く。 

第４種査察対象物 

 政令別表第１に掲げる建築物その他の工作物

のうち政令第１０条第１項又は条例第３４条の

４の規定の適用を受けるもの。ただし、第１種

査察対象物、第２種査察対象物又は第３種査察

対象物に該当するものを除く。 

第５種査察対象物  危険物製造所等 

第６種査察対象物 
 第１種査察対象物から第５種査察対象物まで

に掲げるもの以外の消防対象物 

 注 政令とは、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）をいう。  

附 則  

この訓令は、平成１８年３月３１日から施行する。ただし、別表の改

正規定は、同年４月１日から施行する。  

 


